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社  会 �

お客様�

パートナー� 社　員�

地域の皆様�

ヤマト運輸企業理念�

ヤマトは我なり�
運送行為は委託者の意思の延長と知るべし�
思想を堅実に礼節を重んずべし�

　地域からの支持と信頼
がなければ、企業は存続
し続けることはできませ
ん。また、地域社会の発展
なくして、ヤマト運輸の事
業の成長もありません。豊
かな地域づくりに貢献す
ることが、地域における
企業市民としての使命で
あり、ヤマト運輸の成長
と発展の基盤です。�

　ヤマト運輸は、社会的イ

ンフラとしての宅急便の

高度化、より便利な生活関

連サービスの創造、革新的

な物流の開発を通じて、豊

かな社会の実現に貢献します。�

社　訓�社　訓�

社員行動指針�社員行動指針�

経
営
理
念�
経
営
理
念�

企
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西暦�

西暦�

東京都　環境確保条例�
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国の新車排出ガス規制�

平成8年10月以前に登録した車�

初   度�

登録年� 短
　
期�

長
　
期�

新
短
期�

新
長
期�

KA�

KB�

KC
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HB�

HC�

HE�

HF�

HM
新

短

期

規

制

�

新

長

期

規

制

�

猶予期間7年間�

ＰＭ排出基準に満たない�
ディーゼル車の都内運行禁止�

平成17年4月1日以降の知事が�
別に定める日から規制を強化�

規制の基準値に適合しない車�

（現時点では短期規制車以前）

については、初度登録から7年

を経過した時点で走行不可た

だし、都が認定したDPF装置を

装着すれば継続走行が可能�

長期規制車は、15年

10月時点の基準に適

合しているため、17

年以降に知事が定め

る次回規制までは、条

例による規制を受け

ない。次回規制が始

まった時点で、初度登

録から7年を経過した

時点で走行不可�

ただし、都が認定した

DPF装置を装着すれ

ば継続走行が可能�

「新短期」以降の車に

ついては、17年以降

に知事が定める次回

規制値もクリアしてい

るため、条例による規

制を受けない�

新短期規制車

は継続走行可�



0.00

0.05

0.10

0.15

0.20

0.25

0.25

0.18

0.10

0.02

0.03～0.04（予定）�

0.01

EU�
0.15

　0.134
アメリカ�

日本� 日本�

アメリカ�

EU

20
08
20
09

20
07

20
06

20
05

20
04

20
03

20
02

20
01

20
00

19
99

19
98

規制値：（g/kwh）�

（年）�

0

1

2

3

4

5

6

7

8

日本�

アメリカ�

EU

20
08

20
07

20
09

20
06

20
05

20
04

20
03

20
02

20
01

20
00

19
99

19
98

EU�
7.0

5.0

3.38
2.682

0.268

1.69（予定）�

3.5

2.0

日本�

4.5

アメリカ�
5.364

規制値：（g/kwh）�

（年）�

�
�

規制内容�
�

保有本拠の位置�
�
�
�
�
�

対象車種�
�

適用開始�
�
�
�
�

適合基準（車両�
総重量3.5t超のケ
ース）�
�
�
�
�
�
適用猶予期間�
（初度登録から
　起算）�

自動車NOx法�
�

NOxの規制値不適合車の保有禁止�
�

特定地域�
�

埼玉県、東京都、神奈川県。千葉県、大阪府、兵庫�
県の196市区町村�
�
�
トラック・バス�
�

1994年11月30日�
�
�
�
�

型式�
�
P－以前の登録車 ×�
U－ ○�
W－ ○�
KC－ ○�
KK－、KL－以降の登録車 ○�
�
普通トラック（1No）  9年�
小型トラック（4No）  8年�
特種用途　　（8No）  10年�
大型バス  12年�
マイクロバス  10年�
�

改正自動車NOx法（自動車NOx・PM法）�
�

NOx・PMの規制値不適合車の保有禁止�
�

対策地域�
�

左記地域は継続し、埼玉県、東京都、兵庫県は一
部地域を追加。新たに愛知県、三重県を加え280市
区町村�
�
トラック・バス＋乗用車（ディーゼル車）�
�

●トラック・バス 2003年5月1日�
 （2002年4月1日より車検証 �
　 　に印字開始予定）�
●ディーゼル　乗用車 2003年10月1日�
�

型式�
�
P－以前の登録車  ×�
U－  ×�
W－  ×�
KC－  ×�
KK－、KL－以降の登録車 ○�
�
普通トラック（1No）   9年�
小型トラック（4No）   8年�
特種用途　　（8No）   10年�
大型バス   12年�
マイクロバス   10年�
ディーゼル　乗用車   9年�

｝�※注1



 当社は低公害車を前倒しでさらに積極的に導入します。�

（2001年度の低公害車の導入は、当初計画の4倍強の802台とします。）�

年度別� 1995年度�

64,655

25,375

1996年度�

70,387

26,915

1997年度�

74,946

28,327

1998年度�

77,925

29,004

1999年度�

83,620

30,223

2000年度�

89,859

31,922

宅急便取扱個数�
（単位：万個）�

使用車両台数�
（単位：台）�
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簡易型LPガススタンド�

ポンプフリーシステム�

高圧ガス保安法上　第二種製造者�

届け出�

不要�

0m�

不要�

大幅に安い�

自社内のため、充填時間の短縮�

充 填 方 式 �

製 造 者 の 区 分 �

許 可 ・ 届 け 出 の 部 分 �

保 安 監 督 者 の 選 任 �

保安物件からの保安距離�

法 定 保 安 検 査 の 受 検 �

設 備 価 格 �

利 点 �

ポンプシステム�

第一種製造者�

許可�

必要�

16.97m以上�

必要�

高い�

所要の移動時間がかかる�

従来型スタンド�

安全弁�

自動弁�

ローリー�
充墳口�

プロパンガスライン�

オートガスライン�

安全弁�

自動弁�

ローリー�
充墳口�

安全弁�

自動弁�

流量計�

セーフティー�
カップリング�

充墳ホース�

ローリー�
充墳口�

充墳口�

スイッチ�

�
�
設 置 面 積 �
計 量 装 置 �
電 源 �
付 帯 設 備 �

バルク貯槽容量�

設　備　内　容�



（23区）� （都下）� （都下・島しょ）�

（2001年3月31日現在）�

足 立 区 �

荒 川 区 �

板 橋 区 �
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カ所� カ所� カ所� カ所�

カ所� カ所�

カ所� カ所�

スタンド別�

地域別　�
LPGスタンド�CNGスタンド�

東京都内� 2,297ヵ所�
（2,412カ所）�

73ヵ所�
（73カ所）�

20ヵ所�
（15カ所）�

53,704ヵ所�
（約60,000カ所）�

約2,000ヵ所�
（約1,900カ所）�

119ヵ所�
（約80カ所）�

全　国�

�

軽 油 ・ �
ガソリンスタンド�

事業所数� 配属車両数�

404店�
（329店）�

5,059台�
（4,687台）�

31,922台�
（30,223台）�

2,775店�
（2,311店）�

■都内および全国の燃料供給施設（2001年3月31日現在）�



導入・開発時期�

1991年7月�

1993年4月�

〃　　5月�

〃　　8月�

1995年3月�

1997年7月�

2000年2月�

�2000年6月�

電気自動車（ワンボックスバン250kg・軽自動車200kg）テスト導入�

メタノール車（2t貨物自動車）テスト導入�

ハイブリッド車（3.5t貨物自動車）テスト導入�

LPG車（ワンボックスバン750kg）テスト導入�

当社仕様のLPG車（2tウォークスルー車）を開発し実用テストを開始、以後大量導入�

当社仕様のCNG車（2tMPバン）を開発し実用テストを開始、以後導入�

�当社仕様のCNG車（2tウォークスルー車）を開発し実用テストを開始、以後導入�

エコクール車（クール対応型電気式MPバン）の開発と試験導入�

低公害車の種類と開発内容�



千歳工場�
札幌工場�

秋田工場�
長岡工場�

新潟工場�

群馬工場�

山梨工場�

長野工場�

松本工場�

富山工場�

岐阜工場�

金沢工場�

愛知工場�

福井工場�
兵庫工場�

姫路工場�
津山工場�

三次工場�
広島工場�

沖縄工場�

山口工場�

大分工場�

福岡工場�

佐賀工場�

長崎工場�

熊本工場�

宮崎工場�

岡山工場� 大阪工場�

京阪工場�
奈良工場�
滋賀工場�
三重工場�浜松工場�

静岡工場�
厚木工場�

横浜工場� 深川工場�

埼玉工場�

茨城工場�
太田工場�

山形工場�
宮城工場�

郡山工場�

栃木工場�

岩手工場�

青森工場�

千葉工場�

西東京工場� 新東京工場�

北東京工場�

西埼玉工場�

越谷中央工場�

国際引越工場�

三河工場�

和歌山工場�

西大阪工場�
北大阪工場�

鹿児島中央工場�
（九州ヤマト運輸（株））�
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エネルギー転換�

産業�

民生（家庭）�

民生（業務）�

運輸�

工業プロセス�

廃棄物�

その他�

営業用貨物自動車�
17.1%

自家用乗用車�
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12.2%

自家用�
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1.8%
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当社は、地球温暖化防止のため、アイドリング・ストップを�

さらに徹底し推進していきます。�



車種別／大型車・中型車・小型車の種別� ＣＯ2排出量（炭素換算）�

0．5～0．7�

0．7～1．0�

1．3～1．8

360～505g�

505～721g�

937～1,298g�

514g

（１時間あたり） �
燃料消費量�

（1時間あたり）�

0．8

大型貨物自動車（10t積みディーゼル車）�

乗用車（ガソリン車）�

中型貨物自動車（4t積みディーゼル車）�

小型貨物自動車（２t積みディーゼル車）�

1999年度�

■アイドリング・ストップによるCO2排出量の削減効果（試算）�

約4,855 t 削減�
（炭素換算）�

温室効果ガスの削減�

地球温暖化防止�

稼働車両台数 28,946台� 稼働車両台数 29,268台�

2000年度�

約4,943 t 削減�
（炭素換算）�

前提条件�
1.2001年3月31日現在の当社稼働車両台数（トレーラー、フォークリフト、バイク、スリーターを除く）�
　29,268台で計算しました。　�
2.環境省資料記載の数値（下図参照）の中間値で計算しました。　　　　�
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サテライト�
センター�

図1 市街地型イメージ�

進入禁止エリアや駐停車
禁止の多いエリアでは、�
車両を使わずに台車で�
きめ細かなサービスを�
提供します。�

違法駐車や交通渋滞の�
解消など交通公害の削
減のための、人と町にや
さしい集配システムです！�

取扱店�

駐車禁止、車両進入禁止エリア�

交通渋滞�
乗入自粛�

駐車禁止、車両進入禁止エリ

アには台車で集配いたします。�

駅�

団地�

住宅密集地�

サテライト�
センター�

台車で配達�

少し遠い�
場所へは�
軽自動車で�
集配します。�

図2 住宅密集地型イメージ�

2t車クラスは、稼働しません。�

サテライトセンターの�
周辺は、車両を使わずに
台車で集配します。�

お客様のより近くから�
迅速なサービスを提供�
します。�

住宅エリアの交通公害
を減少するため、お客様
のエリアまで2ｔ車は入り
ません。軽車両で小回り
のきくサービスを提供し
ます。�



1.鉄道利用（JRコンテナ）�

東 京 �

大 阪 �

名 古 屋 �

東 京 �

東 京 �

大 阪 �

北 海 道 �

北 海 道 �

北 海 道 �

九 州

岡 山

秋 田

◎取扱数量�

 255,000 BOX/年間�
（前年度比103％）　�

※2000年度：5t換算で約42,500基分/年間   
（5t= 6 BOX入）× 42,500基�

＝ 255,000 BOX

2.フェリー利用（定期船）�

有 明 �

大 洗 �

敦 賀 �

苫 小 牧

苫 小 牧

小 樽

◎取扱数量�

 約72,100 BOX/年間�
（前年度比102％）�

�

0 20 40 60 80 100（％）

4.5�

4.4�

4.3�

4.2�

4.0�

42.6

42.1

41.6

41.2

41.0

12.8

12.6

12.3

11.8

11.0

39.9

鉄道� 営業用自動車� 自家用自動車� 内航海運� 航空�

注（1）運輸省「自動車輸送統計年報」等より作成。�
　（2）自動車による貨物輸送分担率には自動車航送船（フェリー）によるものを含む。�
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　標語◎「騒音は見えないごみ」�　標語◎「騒音は見えないごみ」�

1

2
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A     　  取扱店� B    　発センター�  C     　発ベース�  D     　着ベース�  E     　着センター�

集配車� 横持車� 横持車�運行車�





廃棄（ゴミ（ゴミ）量�
21,544トントン�
廃棄（ゴミ）量�
21,544トン� リサイクル量リサイクル量�

8,6568,656
リサイクル量�
8,656



k k k k k

■ダンボールのリサイクル量と廃棄量�
（kg）�

200,000

150,000

100,000

50,000

0
4月�

64.4

74.9 71.7

80.3
85.0

77.4

77.5

94.9

96.4

93.3

93.6

96.1

2000年度　廃棄物リサイクル状況　段ボール�

5月�6月�7月� 8月�9月�10月�11月�12月�1月� 2月�3月�

リサイクル量�

廃棄量�

リサイクル率�

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

500,000

年平均�
リサイクル率84.5％�

20

0

40

60

80

100

ダンボール�
13％�

紙類以外�
28％�

不燃ゴミ�
27％�

粗大ゴミ�
21％�

紙類合計�
24％�

可燃ゴミ合計�
52％�

その他�
紙類�
11％�

■紙類全体のリサイクル量と廃棄量�

100,000

0
4月�

55.4

66.6

60.0

57.7
64.8

53.2

60.0
66.5

77.5

71.7

65.5

66.1

2000年度　廃棄物リサイクル状況　紙類全体�

5月�6月�7月� 8月�9月�10月�11月�12月�1月� 2月�3月�

リサイクル量�

廃棄量�

リサイクル率�

200,000

300,000

400,000

500,000

20

0

40

60

80

100

600,000

700,000
（kg）�

年平均�
リサイクル率64％�



（トン）�

1,000

407

706

2,000

3,000

4,000

5,000

805

919

1,776

4,587

1995 1996 1997 1998 1999 2000 （年度）�





■使用不可ユニフォームの回収手順�

各センターで�
回収・分別�

主管支店に�
保管�

岡山ベースに�
持込・保管�

クラレ 玉島工場�
サーマルリサイクル実施�

　回収・リサイクル実績　178,355Kg�
（ただし、2001年2月～3月搬入実績分）�





■年度別引越不用品回収量の推移（関東支社）�

（点）�

（％）�

（年度）� 1997

4,112
3,807

1,288 1,148

2,388 2,578

899

1,765

1998 1999 2000

送付点数�

再生点数�

42.9 33.8 48.1 34.9

1,000

2,000

3,000

4,000

再生率�







品　　　名� 分　類�認定年月日�
1�

2�

3�

4�

5�

6�

7�

8�

9�

10�

11�

12�

13�

14�

15�

16�

17�

18�

19�

20�

21�

22�

23�

24�

25�

26�

27�

28�

29�

30�

31�

32�

33�

34�

35�

36

入社案内�

簡易袋（1991. 8.21 エコマーク取得）�

ネコのひるね　（労働組合コミュニケーション誌）�

「引越アドバイス」�

「引越便利プラン」　　�

シューズ・傘ケース　�

ハンガーＢＯＸ　�

引き出し用ケース　　　　　　　

引越ダンボール（小）�

引越ダンボール（大 ) 　　　　　

酒BOX （1本入り）�

酒BOX （2本入り）�

クッッション封筒（小）�

クッション封筒（大）　�

エコテープ　�

ボトルBOX（1本入）�

ボトルBOX（2本入）　�

クロネコだより（取扱店向けコミュニケーション 誌）�

YAMATOニュース（社内報 ) �

「音楽宅急便」宣伝チラシ　　　

「音楽宅急便」プログラム　　　

「音楽宅急便」ポスターA2 1/2　

「音楽宅急便」ポスターB2　　　

「音楽宅急便」整理券・指定券・招待券　

総合サービスガイド�

クロネコヤマトの引越サービス　　�

海外引越便利プラン・海外引越アドバイス�

営業案内（ヤマトホームサービス（株））

収納便パンフレット �

アニュアルレポート　　　　　　　

宅急便のしくみ（小学生向け資料）　

「明日の地球を考えるキャンペーン｣ ポスター�

事業報告書�

LPG車　( ステッカー) 　　　　

得選市場「トイレットペーパー 」 

事業所一覧　　　　　　�

印刷物�

封筒�

印刷物�

〃�

〃�

ダンボール�

〃�

〃�

〃�

〃�

〃�

〃�

封筒�

〃�

テープ�

ダンボール�

〃�

印刷物�

〃�

〃�

〃�

〃�

〃�

〃�

〃�

〃�

〃�

〃�

〃�

〃�

〃�

〃�

〃�

車両�

トイレットペーパー�

印刷物�

1994.4. 8�

4. 8�

4.27�

5. 1�

5. 1�

5.16�

5.16�

5.16�

5.16�

5.16�

6. 1�

6. 1�

7.16�

7.16�

8. 1�

8. 1�

8. 1�

9. 1�

9. 1�

1995.4.15�

4.15�

4.15�

4.15�

　　4.15�

4.15�

　　4.15�

　　4.15�

4.30�

5.24�

　　8.15�

8.30�

　　9. 3�

1996.7 .1�

11 .1�

1997.6. 1�

11. 1

品　　　名� 分　類�認定年月日�
37�

38�

39�

40�

41�

42�

43�

44�

45�

46�

47�

48�

49�

50�

51�

52�

53�

54�

55�

56�

57�

58�

59�

60�

61�

62�

63�

64�

65�

66�

67�

68�

69�

70�

71�

72

名刺 　　　　　　　　　　�

ヤマト再生コピー用紙　　　　　

ヤマト社内封筒　　　　　　　　

得選市場「立山の天然水」　　

社内便箋　　　　　　　　　　

退職願用紙　　　　　　　　　�

高品質創造3カ年リーフレット（四国ヤマト運輸（株））�

入社案内パンフレット　　　　　　

請求書用窓付き封筒　　　　　

運転者安全手帳　　　　　　　

2000年卓上カレンダー  (黒ネコ､  白ネコイラスト入り)　�

2000年壁掛けカレンダー  (黒ネコ､  白ネコイラスト入り)　�

LPG車 ( LPG 車ステッカー) 　　

CNG車　( NGV ステッカー) 　　�

「環境マークのてびき」�

家族異動届 　　　　　　　　　

車両記録簿　　　　　　　　　

子供と交通安全教室の基礎知識�

社用封筒（ヤマト･ロジスティクス･プロデュース（株））�

引越オフィスパンフレット�

社用封筒（角3）九州ヤマト�

社用封筒（長4）九州ヤマト�

社用封筒（角2）九州ヤマト�

社用封筒（長形4）九州ヤマト�

ご不在連絡票コールセンター用�

誓約書�

誓約書（契約社員用）�

沖縄ヤマト自社名刺�

社用封筒（窓付）九州ヤマト�

BOX12�

BOX10�

BOX 8�

BOX 6�

三角ケース A�

三角ケース B�

安全ポスター�

名刺 �

コピー用紙�

封筒�

飲料容器�

印刷物�

〃�

〃�

〃�

封筒�

印刷物�

〃�

〃�

車両�

〃�

印刷物�

〃�

〃�

〃�

封筒�

印刷物�

事務用品�

〃�

〃�

〃�

印刷物�

〃�

〃�

〃�

事務用品�

梱包用品�

〃�

〃�

〃�

〃�

〃�

印刷物�

1998. 3. 2�

7. 1�

7. 1�

10.19�

1999. 5. 1�

5. 1�

5.25�

7. 1�

7. 1�

8. 1�

10. 1�

10. 1�

2000.2.24�

2.24�

　　4. 1�

　　4.13�

6.21�

6.21�

6.21�

10. 4�

2001.1.11�

1.11�

1.11�

1.11�

1.11�

1.11�

1.11�

5..18�

6.20�

6.20�

6.20�

6.20�

6.20�

6.20�

6.20�

6.20







活 動 店 所 � 活 動 内 容 �

1 関東支社　栃木（主）栃木ベース� 流通センター団地内の定期的な清掃活動への人員派遣�

2 関東支社　山梨（主）山梨ベース� 店所周辺で毎週月曜日、定期的に清掃活動を実施�

3 北信越支社　福井（主）福井和田営業所・�
小浜営業所�

北信越支社　長野（主）長野屋島営業所�

学校・PTAからのリサイクル活動支援要請に対し、車両と人員�
を派遣�

7 中国支社　三次（主）管下全店所� 店所周辺の地域清掃活動への参加とペットボトル、ビン、缶など�
の分別回収運動�

8 国際事業本部�
東京国際物流支店�
海上コンテナー営業所�

毎月第3水曜日をクリーンデーとして店所周辺道路の清掃活動�
を実施�
国道357号線首都高速湾岸線側道の清掃活動を実施�

4 営業所周辺の草刈り、ゴミ拾いなどを継続的に実施�北信越支社　新潟（主）新潟山の下�
営業所・新潟中条営業所�

5�
�

営業所周辺の清掃活動を実施�

中部支社　愛知（主）愛知ベース�6 ベース店隣接の幹線道路高架下の清掃活動�

主 な 参 加 団 体 � 主 な 活 動 内 容 �

1 環境省　中央環境審議会臨時委員� 地球温暖化CO2問題�

2 社団法人　経済同友会�
「環境委員会」副委員長�
東京都千代田区丸の内1-1-1パレスビル8Ｆ�
TEL.03-3284-0580

地球環境問題、廃棄物問題などに対して、産業部門・民生部門
が一体となった実効ある行動を推進するための経済・社会の枠
組みや具体的方策の提案。�
ディーゼル車規制など東京都の交通問題�
エネルギー国産比率50％達成イニシアチブ�
水資源の確保と森林政策の見直し�

1

3 社団法人　日本物流団体連合会�
「環境専門委員会」委員�
東京都千代田区霞が関3-3-3全日通霞ヶ関ビル5Ｆ�
TEL.03-3593-0139（代）�

「環境と物流フェア」の開催�
物流と環境問題に関して物流事業者の認識を深めるとともに、
広く一般消費者に対して、物流事業者の環境問題への取り組
み姿勢について理解増進を図る�
ディーゼル車を中心とする環境対策�
モーダルシフト、一貫パレチゼーションの推進�
�

1�
�
�
�
2�
3

4 日本路線トラック連盟�
「環境対策委員会」委員�
東京都港区芝2-19-11高浦ビル8Ｆ�
TEL.03-3769-5581

大気汚染・地球温暖化防止双方に効果がある「エコドライブ」の�
推進�
環境問題に対するPR活動の一貫として、新聞への意見広告�

1�
�
2

6 東京路線トラック協議会�
「環境対策委員会」委員�
東京都中央区新富2-12-6　新幸ビル3F�
TEL.03-3552-3345（代）�

環境問題対策�
効率化輸送の研究�
IT（情報技術）への対応�

1�
2�
3

8 LPガス自動車普及促進協議会�
「LPG先進型エンジン普及促進検討委員会」委員�

次世代のLPG先進型エンジン自動車の検討�

9 社団法人　日本自動車整備振興会連合会�
「自動車整備技能認定試験技術専門委員会」�
技術専門委員�

自動車整備士になるための学科試験問題の審議�

10 財団法人　日本自動車輸送技術協会�
「新技術調査専門委員会」委員長�

自動車の新技術に関する調査研究活動�

11 東京都「新市場創造戦略会議」（CNG車および�
LPG車等新市場の創造に向けた取り組みを進め�
るための会議）�
自動車ユーザー側委員�
（※2000年 6月から同年11月まで）�

ディーゼル車代替の基本方針と計画作成、具体策の答申�

7 社団法人　東京都トラック協会�
「整備管理者研修資料合同検討委員会」委員�

整備管理者研修資料の検討�

5 日本路線トラック連盟　関東甲信越地区連盟�
「環境対策委員会」委員�

大気汚染・地球温暖化防止双方に効果がある「エコドライブ」の�
推進�

2�
3�
4
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新総合物流施策大綱の数値目標�

1

2

3

4

5

6

7

8

9

パレット輸送可能貨物のパレット化率�

3大都市圏のトラック積載効率�

輸出入コンテナの陸上輸送費用削減�

標準パレット（JIS規格のT11型）化率�

内貨ターミナルへの陸上輸送半日往復圏の
人口カバー率�
自動車専用道路のインターチェンジから
10分以内で到達可能な空港・港湾の割合�
3大都市圏人口集中地区における朝夕の
平均速度�

船舶の入港から貨物がコンテナヤードに
至るまでの日数�
長距離貨物輸送分野におけるモーダルシフト
化率（鉄道・海運の利用）�

施　　策� 現　状�

77%�

約40%�

約80%�

空港46%�
港湾32%�

21km/h�

約45％�

約10％�

3～4日�

約43%�

約90%�

約50%�

約90%�

空港 約90%�
港湾 約90%�

25km/h�

50％�

約30％�

2日程度�

50%�

2005年�

2005年�

21世紀初頭�

21世紀初頭�

21世紀初頭�

21世紀初頭�

21世紀初頭�

2005年�

2010年�

目　標� 実施期限�













1 目 次 �

第1章�
第2章�
�

第4章�
第5章�
第6章�
�

総則�
環境への負荷の低減の取組�

（省略）�
（省略）�

（1条 - 5条）�
（6条 - 27条）�

条例・施行規則� 規 制 開 始 �規 制 と 義 務 �

自動車環境管理計画書の作成と提出義務�
自動車環境管理計画書の実績の報告義務�

（1）対象となる事業者�

条例28条�
条例29条�

規則16条�

条例32条�

条例163 条1号�
条例163 条3号      

規則17条2項�
規則17条1項�

2001年4月より�
〃�

2001年4月より�
�

〃�

〃�
〃�

〃�

工場公害対策等�
緊急時の措置�
雑則�

（省略）�
（省略）�
（省略）�

（68条 - 145条）�
（146条 - 150条）�
（151条 - 157条）�

第7章�
�

罰則� （158条 - 165条）�

附則�

第3章�
　第1節�
　第2節�
　第3節�
　第4節�
�

自動車公害対策�
　自動車排出ガス対策�
　アイドリング・ストップ�
　燃料規制�
　自動車の騒音及び振動対策�

（28条 - 67条）�
（28条 - 51条）�
（52条 - 56条）�
（57条 - 62条）�
（63条 - 67条）�

2 運送事業者に係る主な規制と義務�

1

 自動車環境管理者の選任・届け出義務 条例33条� 2001年4月より�

 低公害車の導入義務� 条例35条� 2001年4月より�

2001年4月より�

（2006年3月30日まで）�

2

3

都内の事業所で30台以上の自動車を使用する事業者（以下「特定事業者」という。）�
 ※本社所在地の都内の有無を問わない。�

（1）対象となる事業者�
特定事業者（30台以上の自動車を使用する事業者） 

（1）対象となる事業者�
都内の事業所で200台以上の自動車を事業用に使用する事業者�

規則17条3項�（2）導入率�
低公害車のうちの排出ガス75％低減レベルの自動車に換算して5％以上 �
※低公害車の区分を3分類（良・優・超）し、換算する必要がある。                                                                            

知事は、正当な理由なく低公害車の導入を怠った者に対して、必要な措置を講ずることを勧告できる。 

規則附則�
（経過規定3項）�

（3）導入率達成までの経過措置�

低公害車導入率の算定方法�

条例36条�（4）勧告�

条例156条�（5）罰則→違反者の公表�

（2）自動車環境管理者の数�
1名�

（3）罰則→なし�

（2）勧告�
知事は、正当な理由なく計画書等を提出しない者に対し勧告できる。�

※低公害車には、2輪自動車及び被けん引自動車を除く。�

（表1）自動車の種別毎の換算方法�

自動車の種別�

乗用車（普通自動車、小型自動車、軽自動車）�1

換算率�

5分の1 3、5、7

小型貨物自動車、軽貨物自動車�2 2分の1 4 、 6

車両総重量が8トン未満のもの�

車両総重量が8トン以上のもの�
普通貨物自動車�

3

4

1

2
1

ナンバー�

（3）罰則→  科料（千円以上1万円未満）�
①計画書等を提出しなかった者 �
②実績の報告をせず、又は虚偽の報告をした者�

導入率（％）�
（5％以上）�

低公害車使用台数×（表1）換算率×（表2）換算率�

自動車使用台数×（表1）換算率�
× 1 0 0

※各項の自動車の種別には、特種用途自動車（ナンバーが8～のもの）を含む。�

乗車定員が11人以上30人未満のもの�

乗車定員が30人以上のもの�
乗合自動車�

5

6

2

3

2 �
一 部 5 、 7



（表2）低公害車の使用台数の換算方法�

■導入率の具体例（総台数を300とした場合）�

○乗用車�
○小型貨物自動車�
○普通貨物自動車�
○普通貨物自動車�

（うち超低公害車　2台）�
（うち優低公害車　10台）�
（うち良低公害車　50台）�
（低公害車ゼロ）�

�
�
（８トン未満）�
（８トン以上）�

5台�
５０台�
２００台�
４５台�

低公害車の区分�

良低公害車�

優低公害車�

超低公害車�

1

換算率�

3分の1

2 2分の1

3 1

導入率�
（2台×1/5）×1+（10台×1/2）×1/2+（50台×1）×1/3�

（5台×1/5）+（50台×1/2）+（200台×1）+（45台×2）�
× 1 0 0 6.2％�

ディーゼル車の排出ガス規制  

（1）粒子状物質排出基準遵守の対象者�

条例37条1項�

条例37条1項�

別表5、別表6

条例38条�

条例37条2項3号�

条例159条1号�

条例156条1項�

条例156条2項�
条例159条1号�

条例37条3項�

2003年10月より�

2003年10月より�

〃�

4

 アイドリング・ストップの義務� 条例52条� 2001年4月より�

条例52条� 2001年4月より�

5

 燃料規制→粒子状物質等を増大させる燃料の使用禁止 条例57条�

条例58条�

規則21条�

2001年4月より�

2001年4月より�

6

東京都自動車公害監察員（自動車Gメン）の設置� 条例152条�

条例152条�
条例61条、同152条�

2001年4月より�

2001年4月より�

7

道路交通法第74条に規定する自動車の使用者（以下「運行責任者」という。）                                                                 

（1）対象となる者�

条例53条�

条例56条�

条例54条�
規則20条�

規則19条�

（2）アイドリング・ストップの遵守及び周知義務 
自動車等を運転する者（原動機付自転車を含む）�

（2）対象となる自動車  
道路運送車両法第3条に規定する貨物自動車、旅客自動車のうち、軽油を燃料とする自動車。                                                        
（以下「特定自動車」という。）�
※自家用、事業用の種類は問わない。 �
※2輪自動車及び散水自動車など特種用途車は除く。     

（3）猶予期間�
特定自動車が新車登録した日から起算して7年間�

（4）猶予期間経過後において運行を継続するためには 
①CNG 車やLPG 車など指定低公害車等の非ディーゼル車またはその時点の最新規制適合ディー
　ゼル車の買い替え使用�
②知事が指定する「粒子状物質減少装置」を装着した自動車の使用   

条例42条1項�（5）運行禁止命令 

（6）罰則→50万円以下の罰金�

（4）罰則→違反者の公表�

（3）罰則→違反者の公表・50万円以下の罰金�

■アイドリング・ストップの特例�

粒子状物質排出基準に適合しない自動車の都内走行禁止命令�

①自動車等を使用する事業者（台数制限なし）に対し管理する自動車等の運転者に対するアイ�
　ドリング･ストップを遵守する適切な処置（研修等）を講ずること。�
②20台以上の収容能力を有する駐車場及び車庫の設置者や管理者に利用者に対する周知�
　（看板の掲示等）義務   

（1）対象となる燃料�

（1）各種規制の実効性を担保する手段として、自動車Gメンを設置�
（2）事業所等への立入検査や路上検査などを行い、違反車両や重油混和燃料の取締り�

附帯決議�
　特定自動車の運行に係る規制を実施するに当たっては、次の点に留意すること�
　①都民・事業者の意見を聞き、支援策を講じること。�
　②粒子状物質減少装置の技術開発の促進、供給体制の整備に努めること。　�

（2）自動車への使用禁止 
重油又は重油を混和した燃料等  

運行責任者に対して、当該燃料を自動車の燃料として都内で使用しないことを命ずる 

①信号機の表示する信号等によって自動車等を停止する場合                                                                                  
②交通の混雑その他の交通の状況により自動車等を 停止する場合                                                                              
③人の乗降のために自動車等を停止する場合                                                    
④自動車の原動機を貨物の冷蔵等に用いる装置その他の附属装置の動力として使用する場合               
⑤道路交通法施行令第13条第1項各号に規定する緊急自動車が当該緊急用務に使用さ
　れている場合�
⑥前各号のほか、やむを得ないと認められる場合�

（3）勧告�
知事は、52条から54条までの規定に違反している者に対し、必要な措置をとることを勧告できる。    

以下の各号に定める場合は除く。�



環境用語一覧� 頁� 頁�

1�

2�

3�

4�

5�

6�

7�
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10�
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14�

15�

16�

17�

18�

19�

20�

21�

22�

23�

24�

25�

26�

27�

28�

29�

30�

�

ウォークスルー車�

MPバン�

低公害車�

CNG車�

NGV�

LPG車�

ハイブリッド車�

メタノール車�

電気自動車�

燃料電池車�

水素自動車�

大気汚染�

改正自動車NOx法で定める特定地域�

東京ルール�

ディーゼル車NO作戦�

TDM東京行動プラン�

ポケット・ローディング・システム�

ロードプライシング�

コードン線�

尼崎公害訴訟�

DPF�

酸化触媒�

DEP�

PM�

SPM�

EURO4�

黒煙（すす）�

NOx�

NO2�

SOX�

�

59�
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�
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�

61�

�

�

�

�
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�

�

�

�

62�
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�

�

�

�

�

CO2�

フロン�

低硫黄軽油�

アイドリング・ストップ�

ETC（ノンストップ自動料金収受システム）�

エコドライブ�

モーダルシフト�

地球温暖化�

温室効果ガス（温暖化ガス）�

ヒートアイランド現象�

オゾン層破壊�

COP3�

環境への負荷�

廃棄物ゼロ・エミッション�

RDF�

サーマルリサイクル�

不法投棄�

分別回収�

禁忌品�

古紙�

再生紙�

再生紙使用マーク�

古紙配合率�

白色度�

古紙の分別回収�

古紙の分別標語�

グリーン購入�

エコマーク�

グリーンマーク�

環境マーク�

�

�

�

63�

�

�

�

�

�

�

�

�

64�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

65�

�

31�

32�

33�

34�

35�

36�

37�

38�

39�

40�

41�

42�

43�

44�

45�

46�

47�

48�

49�

50�

51�

52�

53�

54�

55�

56�

57�

58�

59�
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